































て，金子敬明А相続財産の重層性をめぐって（五）Б法協 121 巻 6 号（2004
年）701 頁以下，同А相続財産論Б吉田克己ほか編㈶財の多様化と民法学㈵
（商事法務，2014 年）727 頁以下，同А相続財産の性質論再考Б私法 77 号
（2015 年）199 頁以下，西希代子А遺言自由の世界的趨勢Ёフランス法改正の
意義と日本法への示唆Б公証 44 号（2014 年）1頁以下，幡野弘樹・宮本誠子
АフランスБ商事法務研究会㈶各国の相続法制に関する調査研究業務報告書








年 5月 19 日開催）資料）23 頁以下，ジャック・コンブレ（小柳春一郎訳）
Аジャック・コンブレ㈶相続処理におけるフランス公証人の役割：相続登記未
了問題解決のために㈵Б獨協 98 号（2015 年）89 頁以下，原恵美А外国法制調
査（フランス）報告書（法制審議会民法・不動産登記法部会参考資料 3）Б（同
部会第 1回会議（平成 31 年 3 月 19 日開催）資料）等。これらは，公証人によ
る遺言の扱いに補足的に言及するにとどまる。
(3) 江藤价泰А比較法からみた公証（人）制度のあり方Ёフランスの公証人制度の
紹介ЁБ自正 32 巻 14 号（1981 年）13 頁以下，鎌田薫Аフランスの公証制度
と公証人Б公証 11 号（1982 年）1頁以下，同Аフランスの公証人Ё紛争予防
機能を中心にБ日本評論社編㈶市民のための法律家（法学セミナー増刊　総合
特集シリーズ 24）㈵（日本評論社，1983 年）186 頁以下，松川正毅Аフランス
の公証人と公証人証書（1）～（9）Б国際商事法務 21 巻 9 号～22 巻 5 号
（1993┡1994 年），同Аフランスにおける公証人と紛争予防Б公証 33 号（2003
年）1頁以下，山口斉昭Аフランスにおける公証人の民事責任と紛争処理Ёレ
ンヌ地方公証人評議会フランソワ・シャール氏へのインタビューを中心にЁБ
公証 36 号（2006 年）77 頁以下，山倉愛Аフランスにおける公証人の民事責任
Ё職，公序，不法行為責任ЁБお茶の水女子大学人文科学研究 12 号（2016
年）319 頁以下等。
(4) 横山美夏Аフランスの公証人制度をめぐる最近の動向Бみんけん 641 号（2010
年）2頁以下，久保宏之Аフランス公証人制度の現在Ёマクロン法の衝撃ЁБ
関法 66 巻 3 号（2016 年）581 頁以下，吉田克己Аフランス公証人制度の特質
Ёマクロン法をめぐる議論を通してЁБ江藤价泰先生追悼論集㈶日本の司法Ё
現在と未来㈵（日本評論社，2018 年）159 頁以下，ムスタファ・メキ（吉田克























①Аフランス人と遺産（Les Français et l'h
л
eritage）Б（BVa 社，2010 年 12




②Аフランス人と相続問題（Les Français et l'enjeu de la succession）Б
（OpinionWay 社，2018 年 3 月実施，同月公表）：45 歳以上のフランス人
1051 名を対象にウェブ上で調査。主な調査結果として（いずれも承継する財
産があると答えた 877 名のみ対象。複数回答可），（i）財産承継のために採っ
た・採るであろう方法：贈与 38％・遺言 35％・生命保険加入 33％・贈与分
割 26％・民事不動産会社設立 9％等，（ii）財産承継の準備を相談した・相談
するであろう相手：公証人 78％・資産運用コンサルタント 12％・銀行 12
％・保険者 5％等。
(6) 恵与（無償の財産処分Ё893 条 1 項）には遺言（遺贈Ё895 条・967 条以下）

















代家族法第 6巻㈵（日本評論社，1992 年）309 頁以下等。
(8) ユニドロワのА国際遺言の方式についての統一法に関する条約Б（1973 年 10
月 26 日採択，1978 年 2 月 9 日発効）に基づく遺言の方式を指す。フランスは

















さから公証人が嫌がること等が指摘される（Ph. Malaurie et C.Brenner,











































forme des testaments》, JCP N 2011.836. 近時，インターネット上の遺言作
成システムを提供する事業者（例：Testamento（https://testamento.fr/fr
/））も現れているが，公証人業界からの反発が強い（Ph. Malaurie et C.
Brenner, supra note 10, n o 512, p.293）。






















州委員会のА遺言登録システムの創設に関する条約Б（1972 年 5 月 16 日採択・
1976 年 3 月 20 日発効。フランスは同日署名，1974 年 9 月 20 日批准）(17)を受け，同
33┡35（А拘束することなく助言し，強制することなく提案し，指揮することな
く方向付け，干渉することなく是正するБ）.
(14) Civ. 1re, 23 novembre 1977, JCP N 1980. II. 25, note M.Dagot. なお，公
証人が遺言書作成の際に遺言者に適切な助言を与え，遺言者が作成し封をした
遺言書を預かった場合には，公証人は開封して方式違反の有無を確かめる義務
は負うものではない（Civ. 22 mars 2005, Bull. civ. I, n o 154）。






e, Y.Lequette et S.






ed▆, 2014, n o
411, p.376; A. ┡M.Leroyer, Droit des successions, 3e
л
ed▆, 2014, n o 224,








ciation pour le d
л
eveloppement du service notarial）Б（АADSNБと略称される）がそ
の運営を担っている。FCDDVは，もともと，上記条約発効前の 1971 年か

















een des registres testamentaires）Б（フランスでは
АRERTБと略称される）が運営され（2005 年発足），連携国（現時点で 15 か
国）間の遺言登録簿の自動探索が可能となっている（フランス事務所はAD-
SN 本部に併設）。また，RERTと並んで，А国際相続に関するヨーロッパ規












の諸問題につき，M.Grimaldi, 《Le testament et le cyber┡notaire》, inл

























(21) 2017 年 9 月の現地調査（ADSN本部での聞き取り調査）の時点で既登録の計
1958 万 341 件の終意処分のうち，夫婦間贈与 23.2％，公証遺言 6.2％，自筆









(24) ADSNへの聞き取り調査（2017 年 9 月）によれば，年間約 55 万件の照会があ

















れば開示してはならない（共和暦 11 年風月 25 日の法律第 23 条，民訴法典 1435










(26) F.Ferran, Le notaire et le r
ω
eglement de la succession, 3e
л
edition, LexisNex-
is, 2014, n o 232, p.65.
(27) この問題につき，C.Brenner et F.Collard, 《La communication du testa-
ment par le notaire》, JCP N 2012.1330; F.Terr
л
e, Y.Lequette et S.
Gaudemet, supra note 16, n o 410, p.375; Ph. Malaurie et C.Brenner, su-














































































の対応ЁБ公証 34 号（2004 年）71 頁以下も参照。





























動産証明書を作成する（1955 年 1 月 4 日のデクレ第 22 号第 29 条））。その他の財産
は種類に応じて方法が異なるが，一定の財産については，全国銀行口座等フ
ァイル（Fichier national des comptes bancaires et assimil
л
es）（АFICOBAБと略称












項，804 条 2 項）。また，限定承認の申述にあたり必要となる財産目録の調製
















は原則として(39)肯定されている（785 条 1 項）(40)。共同相続の場合，不可分
給付に関するものでない限り，相続債務は相続分に応じて当然に分割され












（785 条 2 項）。
(40) ┴トゥサン判決Бと呼ばれる 1851 年の破毀院民事部判決（Civ▆, 13 ao
━
ut 1851,







































ecembre 1912, DP 1915.1.45）につき，宮本誠子А可分債務の相
続と清算Б松川正毅ほか編㈶判例にみるフランス民法の軌跡㈵（法律文化社，
2012 年）85 頁以下を参照）。








































































français actuel》, in M
л
elanges P. Roubier, t. 2, Dalloz, 1961, p.283.
(50) ┨saisine》を構成する具体的権限につき，Ph. Malaurie et C.Brenner, supra
note 10, n o 164, pp.119┡121; F.Terr
л
e, Y.Lequette et S.Gaudemet, supra
note 16, n o 798, pp.715┡717; M.Grimaldi, Droit des succession, 7e
л
edition,




es et Ch. Verni
ω
eres,
Droit des successions, PUF, 2018, n o 547, pp.467┡468; A. ┡M.Leroyer,















贈である旨と遺留分相続人の不存在を確認すれば足り（1007 条 1 項（調書に確
認の結果を記載する）。旧 1008 条削除），利害関係者が異議を申し立てた場合に
(51) なお，法定相続人は相続開始時から当然に使用権限を有する一方，包括受遺者
（1005 条）や包括名義受遺者（Civ▆, 6 avril 1891, DP 1892.1.279）も原則と
して遺言者の死亡時から使用権限を有するものの，特定受遺者は原則として遺
贈の引渡しの請求時からのみ果実・利息の収取権限を有するとされている
（1014 条 2 項）。かかる相違の合理性には疑問も示される（M.Grimaldi, supra






































は争われている（M.Grimaldi, supra note 50, nos420┡421, pp.327┡329）。
(55) J.Maury, 《R
л
equisitoire contre la saisine》, in M
л
elanges Ch. Mouly, t. 1,
Litec, 1998, p.335; W.Dross, 《La saisine successorale》, Defr
л
enois 2004,
n o 7, p.471. なお，遺産占有を相続財産の帰属の基礎付けとみる考え方の問
題点は，注（47）（48）を参照。






























3 条 1 項），また③不分割財産の通常の利用に属さない行為及びすでに挙げた
もの以外の処分行為には不分割権利者全員の同意が必要であるとされる（同条
3項）。
(58) W.Dross, supra note 55, nos20┡22, pp.487┡490.
(59) J.Maury, supra note 55, p.347; W.Dross, supra note 55, nos17┡19, pp.
484┡487.





















(61) F.Ferran, supra note 26, n o 263 et 265, p.76. F.Eliard et R.Brochard, su-














































　水野紀子先生には，筆者が東北大学に着任した 2008 年 4 月から現在に至
るまで，大変お世話になっている。年齢に関係なく同僚を 1人の研究者とし
て最大限に尊重する水野先生に出会えたこと自体，非常に幸運であったし，
様々な意味で現在の自分を形成する糧となっているように思う。学問的に
は，水野テーゼの自由な検証が後輩研究者に課された宿題であるようであ
り，本稿も（先生の編著㈶信託の理論と現代的展開㈵への寄稿論文と並んで）その
一環である。学恩に比して乏しい成果であるが，謹んで先生の東北大学退職
に捧げたい。
Н本稿は，科学研究費・基盤研究（A）А高齢者の財産管理制度の分析と構
築Бの研究成果の一部である。
フランスにおける遺言による財産承継の局面での公証人の役割
(583)
(法学 2019) 83Ё4Ё107
